
（３）所得階層別内訳 （単位　件、千円）
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軽減税率
適用法人

- - - - - - - - - - - - - - - - -

そ の 他 - - - - - - - - - - - - - - - - -

6 4 1,897 - - - - - - - - - - - - 10 1,897

6 4 1,897 - - - - - - - - - - - - 10 1,897

軽減税率
適用法人

3,542 861 1,172,508 345 2,010,422 114 1,012,432 899 21,634,058 276 19,550,848 399 105,952,212 44 93,977,852 6,480 245,310,332

そ の 他 521 72 125,715 61 382,538 22 197,851 247 6,317,819 187 13,371,283 573 193,783,759 173 936,531,987 1,856 1,150,710,952

112,231 27,854 33,490,489 6,482 36,695,694 1,783 15,832,141 7,177 150,878,822 1,160 80,164,304 859 203,471,266 34 118,867,105 157,580 639,399,821

116,294 28,787 34,788,712 6,888 39,088,654 1,919 17,042,424 8,323 178,830,699 1,623 113,086,435 1,831 503,207,237 251 1,149,376,944 165,916 2,035,421,105

116,300 28,791 34,790,609 6,888 39,088,654 1,919 17,042,424 8,323 178,830,699 1,623 113,086,435 1,831 503,207,237 251 1,149,376,944 165,926 2,035,423,002

備考１　本表は、平成28年度において確定した普通法人（２以上の都道府県に事務所等を有する法人（他県本店分に限る。）を除く。）に係る法人の事業税額（中間申告に係る税額を除く。）に対応する所得金額（収入金額課税分を
　　　除く。）のうち、現事業年度分について記載した。

　　２　分割法人とは、２以上の都道府県に事務所等を有する法人をいう。

県 内 法 人

計

合 計

区 分

事
業
年
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回
の
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通
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人

分
割
法
人

年所得400万円
以下のもの

年所得400万円を超え
800万円以下のもの

事
業
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度
が
年
２
回
の
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通
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人

分
割
法
人

県 内 法 人

計

年所得10億円
を超えるもの

合　　　　　計
年所得800万円を超え
1,000万円以下のもの

年所得1,000万円を超え
5,000万円以下のもの

年所得5,000万円を超え
1億円以下のもの

年所得1億円を超え
10億円以下のもの


